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意 見 

 

（対象部分：１・２・３） 

 

私共は、北は北海道から南は沖縄まで、全国のマンション管理組合団

体の連合会です。その設⽴から⼀貫して、マンション管理の主体は管理

組合と主張し、各団体が管理組合の⾃⽴的活動を⽀援しています。 

 

弊法⼈としても、マンション管理組合の⼆つの⽼い（組合員の⾼齢化

と建物設備の経年化）に対する危機感は⾮常に強く、その解決策として

外部専⾨家を役員として派遣するなどし、その解決に向けて努⼒してき

ました。 

 

国がこの問題の解決策として、標準管理規約に外部専⾨家の活⽤を考

えていることも承知しておりますが、今般、マンションの管理を請け負

っている管理会社が管理者となり、さらには理事会もなくすという事例



が急に散⾒されるようになったことに対し、⾮常に違和感を感じており

ます。 

 

管理組合から管理を請け負うものが管理者となり、管理組合を運営し

ていくことは、どう考えても明⽩なる利益相反です。 

 

しかしながら、2020 年 4 ⽉ 1 ⽇に⺠法が改正され、108 条に当事者の

合意があればこうしたケースでも利益相反にならないということが明⽂

化されました。それを楯に管理会社が管理者に就任することがまかり通

るようになったのです。 

 

マンション管理の適正化の推進に関する法律では、「マンション管理の

主体はマンション管理組合である」としていることに対し真っ向から反

しており、某マンション管理会社などは全国的にセミナーを開催し、適

正化法を熟知している⼈間を講師に招き、あたかも管理会社が管理者に

なることがまっとうであるとこの⽅式を推進しようとしています。 

 

⾼齢化や理事の成り⼿不⾜に対する⽅策とされた外部専⾨家の活⽤を

管理会社が悪⽤し始めたと⾔っても過⾔ではありません。その最たるも

のが、新築マンションへの管理者制度導⼊です。 

 

新築マンションにおいては、役員の⾼齢化や建物設備の経年化への対

応という要因は存在しません。マンションは新築から 1回⽬の⼤規模修

繕⼯事実施までは理事が⼤きな判断を求められることは少なく、理事を

経験するよい期間です。 

 

⼀⽅、新築マンションには販売会社がアフターサービス基準を⽰して

おり、部位ごとに⽣じた不具合を無償で直してもらうことができます。

また、契約不適合責任で、マンション竣⼯から 10 年⽬までは共⽤部分の

瑕疵は、管理組合が販売会社や施⼯会社に責任を追及することができま

す。さらに不法⾏為については 20 年まで追求できるのです。仮にマンシ

ョンの販売会社の⼦会社である管理会社が管理者となった場合、そうし



た不具合や瑕疵を発⾒したとしても、親会社を請求したり、真剣に追及

をしたりするでしょうか。ここには、完全なる利益相反が⽣ずることが

想定され、管理組合の損失は計り知れないものになります。 

 

つまり、新築マンションにおいて管理会社が管理者となることで、区

分所有者の管理の機会が失われ、さらに重⼤な権利までを失わせる可能

性が⾼いのです。 

 

よって、弊法⼈としては、新築マンションにおける管理会社による管

理者制度については全⾯的な禁⽌が必要であると考え、今回のガイドラ

インの改訂による規制強化にとどまらず、法改正による禁⽌を強く望む

ものです。 

 

なお、ガイドラインの改訂案の詳細については、ワーキンググループ

に委員を出し、各団体からもコメントを提出しておりますので、そちら

も⾒ていただければと存じます。 

 

以上 
 


